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 【内閣府、文部科学省、厚生労働省、経済産業省】 

 

【概要書】 

 

 

 

 

標記の報告書を衆議院議長に提出いたしました。 

 

＜＜報告書の概要＞＞ 

 科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（平成20年法律第63号）第27条の

３第２項の規定に基づき、国立研究開発法人日本医療研究開発機構令和６年度特定公募型

研究開発業務（革新的研究開発推進基金）に関する報告書を、内閣総理大臣、文部科学大

臣、厚生労働大臣及び経済産業大臣の意見を付して報告するものである。 

 

（１）国立研究開発法人日本医療研究開発機構の令和６年度の業務報告書 

令和６年度の業務内容として、健康・医療分野におけるムーンショット型研究開発等事

業については、「認知症・脳神経疾患研究開発イニシアティブ」の早期実現に向けて、「認

知症克服への挑戦」をテーマに、令和６年３月からプロジェクトマネージャーの第４回公

募を開始する等、本事業目標達成に向けた研究開発を着実に推進した。 

革新的医療技術研究開発推進事業（産学官共同型）については、応募数拡大のためのワ

ークショップ、説明会開催等により申請があった22件から、効果的な財務リスクマネジメ

ントの実施及び厳正な評価を経て、４件（アカデミアタイプ）と３件（スタートアップタ

イプ）を採択した。 

ワクチン開発推進事業については、機動的な課題管理や運営体制の維持・継続を行うこ

とにより、科学的に妥当な研究開発となるように努めた。また、独立行政法人医薬品医療

機器総合機構が企業に対して行う相談業務に事業担当が同席するとともに、今後必要にな

る変異株対応ワクチンについても支援を実施した結果、承認事項一部変更承認を含む薬事

承認３件というワクチンの実用化における成果が認められた。 

ワクチン・新規モダリティ研究開発事業については、新規モダリティ枠（異分野参入促

進型）の公募において６件採択するとともに、過去採択課題に対しては、綿密な進捗管理、

Go/No-Go判断等の機動的な課題管理を実施した。また、感染症有事の際に迅速なワクチン

開発を可能とする病原体輸送に関する演習を実施し、課題の把握及び改善に努めた。 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構令和６年度特定公募型研究開発業務（革新的

研究開発推進基金）に関する報告書及び同報告書に付する内閣総理大臣、文部科学大

臣、厚生労働大臣及び経済産業大臣の意見 




